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連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、連結子会社である株式会社ストーンウィングインベストメン

ト並びに株式会社ＳＷＪを吸収合併（以下、「本合併」という。）することを決議いたしましたので、

下記のとおりお知らせいたします。  

なお、本合併は100％子会社を対象とする吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略して開示

しております。 

 

記 

 

１．本合併の目的 

株式会社ストーンウィングインベストメント並びに株式会社ＳＷＪは、不動産売買および賃貸事業等

を行っている当社の 100％子会社です。この度、当社グループにおける不動産事業の更なる拡大と経営

効率の向上を目的に、当社による吸収合併を行うことといたしました。 

 

２．本合併の要旨 

 （１）当該組織再編の日程 

取締役会決議日 平成 29年４月 28日 

契約締結日 平成 29年５月中旬（予定） 

実施予定日（効力発生日） 平成 29年６月下旬（予定） 

  （注）本合併は、当社においては会社法第 796条２項の規程に基づく簡易合併であり、株式会社ス

トーンウィングインベストメント並びに株式会社ＳＷＪにおいては会社法第 784 条１項の規

程に基づく略式合併であるため、いずれも合併契約承認の株主総会決議を経ずに行います。 

 

 （２）本合併の方式 

    当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社ストーンウィングインベストメント並びに株

式会社ＳＷＪは解散いたします。 

 

 （３）本合併に係る割当ての内容 

    当社は、株式会社ストーンウィングインベストメント並びに株式会社ＳＷＪの発行済株式のす

べてを保有しているため、本合併に際し、株式その他の金銭等の交付及び割当てはありません。 

 

 



  

（４）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取り扱い 

    該当事項はありません。 

 

３．本合併の当事会社の概要 

 存続会社 消滅会社 消滅会社 

(1)名称 株式会社タカラレーベン 株式会社ストーンウィン

グインベストメント 

株式会社ＳＷＪ 

(2)所在地 東京都新宿区西新宿二丁目

６番１号 

愛知県名古屋市中村区 

那古野一丁目 47番１号 

愛知県名古屋市中村区 

那古野一丁目 47番１号 

(3)代表の役職・

氏名 

代表取締役社長 

島田 和一 

代表取締役 

石川 欽也 

代表取締役 

石川 欽也 

(4)事業内容 不動産の販売および仲介管

理ならびに賃貸 

不動産の売買、賃貸借、管

理及び仲介 

不動産の売買、賃貸借、管

理及び仲介 

(5)資本金 4,819百万円 300万円 300万円 

(6)設立年月日 昭和 47年９月 21日 平成 26年８月 26日 平成 28年２月 22日 

(7)発行済株式数 1億 2400万株 300株 300株 

(8)決算期 ３月 31日 ７月 31日 ７月 31日 

(9)大株主及び持

株比率（存続会社

につきましては

平成 29年３月時

点） 

村山 義男       20.67％ 

㈱タカラレーベン 12.92％ 

日本マスタートラスト信託

銀行㈱（信託口） 2.81％ 

日本トラスティ・サービス

信託銀行㈱（信託口）2.60％ 

BNYM SA/NV FOR BNYM FOR 

FMSF-FRNKLIN MUTUAL FINANCIAL 

SERVICES FUND       1.95％ 

当社 100％ 当社 100％ 

(10)直前会計年度の財政状況及び経営成績                   （単位：百万円） 

決算期 平成 28年３月期 平成 28年７月期 平成 28年７月期 

売上高 76,268百万円 23百万円 34百万円 

営業利益 7,563百万円 12百万円 10百万円 

経常利益 6,708百万円 6百万円 3百万円 

当期純利益 4,308百万円 5百万円 2百万円 

総資産 129,744百万円 265百万円 925百万円 

純資産 33,677百万円 5百万円 5百万円 

 

４．本合併後の状況 

本合併による当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期に変更はあり

ません。 

 

５．今後の見通し 

本合併は、当社の 100％子会社との吸収合併であり、当社の連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

以 上 


